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平成 27 年度 政策・事業２次評価結果報告

 各所管課による平成 26 年度実施政策・事業の１次評価をもとに、庁内プロジェクトチー

ム（以下、庁内 PT）による２次評価を実施しました。

１．２次評価実施目的 

組織横断的な庁内 PT により、業績データを重視した２次評価を実施することで政策・

事業の見直しや改善を図り、政策の目標達成度を向上させるもの

２．実施月日 

（１）６月~８月  所管課及び政策法務課職員による情報収集、整理、分析 

（２）８月 21日  プレゼンテーション及びワークショップの開催

３．２次評価対象政策 

  広聴広報費、農業振興費

※１次評価結果の政策達成度状況等から予算費目単位で選定

４．庁内ＰＴメンバー（担当業務） 

企画課（総合計画）4 名、人事課（人員配置）4 名、財政課（予算配分）3 名、政策法務課経営

推進担当（行政経営）6 名、広聴広報課（広聴広報事業）３名、農業振興課（農業振興事業）2名 

５．平成 27 年度２次評価の特徴（Check 機能の強化） 

  本市における政策・事業評価は、総合計画に基づく政策・事業の適正な進捗管理を行

うため、PDCA サイクルにおける Check 機能を担うものとして、各所管課による１次評

価と、庁内 PT による２次評価を実施しています。今年度は、Check 機能を強化する取り

組みとして、政策・事業に係る定量データの収集と分析を行い、分析結果をもとに評価

を行いました。今年度の２次評価の特徴として、以下の点があります。

 （１）対象政策の絞り込み

    より深い分析と評価を行うため、評価対象を限定しました。

（２）対象政策の事前分析

定量的な評価を行うため、あらかじめ関係データの収集を行い、データ間の関連

性や相関等の分析を行いました。
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（３）レビュー型会議の実施

    従来の会議形式による定性的な議論に加えて、収集・分析したデータをもとにし

た定量的な議論を活発化させるため、スクリーンを用いてデータの投影を行うレビ

ュー型会議（下図参照）を実施しました。

 （４）評価対象の性質・特徴

    本市の多岐にわたる政策・事業に対し、Check 機能を高めるため、それぞれの政

策・事業の性質や種類に見合った評価形式（下表参照）で試行しました。

政策（目）

政策目的

広聴広報費 農業振興費 

・市民主体のまちづくりを支える広聴

広報の好循環 

・農業参入機会の創出による担い手

の確保 

・生産基盤の安定による農業振興 

・産業と市民活動による担い手の確保

性質・特徴 ・大事業数が少なく、政策と事業の体

系的整理が容易 

・定性的なアウトプットが多く、比較が

困難 

・大事業数が多く、インプットとアウトプ

ットが複数、多岐にわたる 

・定量的データが多く、庁内外のデー

タ間で比較が可能 

評価形式 提言型 討論型 

政策と事業の繋がりを確認し、事前分

析をもとにした提言について議論 

データを見ながら自由意見を交わし、

課題や問題点の気づきを共有 

検証結果 ・政策に照らし合わせて事業の必要

性や方針を議論できた。 

・ロジックツリーにより事業を論理的に

整理した体系を共有できた。 

・あらかじめ焦点を絞った提言に対

し、ブラッシュアップが不足した。 

・表示されるデータをもとに、先入観を

除いた直感的な意見を交わせた。 

・数値を根拠とする定量的な事業実

績把握ができた。 

・討論の進展が事前収集データの量

に左右され、結論に至らなかった。 

ＰＴメンバー
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６．２次評価結果 

それぞれの評価形式で庁内 PT による２次評価を行った結果、PT 終了時点で以下の成

果が得られました。

（１）広聴広報費

 １政策２事業に対する 11 の提言の共有

「オープンデータ化の促進」「SNS やアプリを用いた効果的な情報発信」「マーケ

ティングの必要性」など

 ロジックモデルの提示による事業体系整理

 広聴広報戦略プランの策定検討

２次評価による提言とロジックモデルをもとに、個別戦略プランの策定に向けて

前向きな検討が行われました。

 （２）農業振興費

 ２政策８事業に対する評価と提案の共有

評価･提案項目 人工 事業費 外部委託 効率化 指標 データ 

評価･提案件数 3 2 2 4 3 6 
「事業費と人工の相関、必要人工の精査」「外部委託化への検討」「より一層の定

量データの把握」など、改善提案が行なわれました。

７．成果の活用 

  庁内 PT によって得られた成果を全庁的に活用するため、以下の展開を行います。

 （１）庁内 PT メンバー所属課における共有と活用

    庁内 PT 評価結果の共有を行い、次年度の計画策定や人員配置、予算策定、また、

事業所管課による事業展開に活用していきます。

 （２）全庁的な共有と活用

    庁内 PT 評価結果と庁内 PT で実施したデータの収集や分析、政策・事業の性質に

合わせた評価視点、レビュー型の会議手法を全庁的に展開していきます。
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８．今後の課題 

  庁内 PT による２次評価の実施により、以下の課題が浮き彫りとなりました。これをも

とに、より効果的な評価の実施に向け、研究を続けていきます。

 （１）データの集積

    データ分析の実施にあたり、国、県、市町村等の行政機関、その他団体等の公開

データの不足が大きな課題となりました。 

（２）評価形式の研究

試行した評価形式について、PT 参加者からは「数値を表やグラフで可視化したこ

とで実績が把握しやすい」「課単独ではわからない視点を共有でき、今後の事業実施

の参考になった」という意見があった反面、それぞれの評価形式の妥当性や評価に

よる具体的な効果等を導き出すには至りませんでした。他の評価形式の可能性の検

討また、改善や廃止、効果の最大化等を結論づける評価とするべく、研究を続けて

いきます。
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※参考：庁内 PT 評価の様子 

※参考：分析・投影データの例 


